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研究成果の概要（和文）：本研究では、エネルギーに関する萌芽技術の抽出や、コスト構造の調査を行った。計
量書誌分析を用いて、研究開発動向の可視化および萌芽的研究領域の抽出した。研究動向を比較評価すること
で、国内の研究は工学分野に偏っており、自然科学・人文社会科学における国際的な研究成果が少ないことが分
かった。また、原子力安全技術、CCS、水素・蓄電池等の導入により、軽水炉、火力発電、再生可能エネルギー
のコストが概ね2-3倍程度になることが分かった。加えて、島嶼地域における事例研究を通じ、社会導入におけ
る課題を検討した。今後は、エネルギーシステムの設計に基づいたコスト・価値評価、研究開発戦略の立案が必
要である。

研究成果の概要（英文）：This research investigated emerging energy technologies and their cost 
structures. We visualized research trend and extracted emerging domains by bibliometrics. Our 
comparative analysis revealed most of research in Japan on energy technologies are in engineering 
domain but less active in natural sciences, social sciences, and humanities. And we found that 
introduction of safety nuclear power technologies, carbon capture storage, hydrogen and rechargeable
 batteries will increase energy supply cost 2-3 times. In addition, we investigated necessary 
factors in social implementation of energy technology by a case study in an island. In future 
research, cost and value assessment and strategic research and development planning based on energy 
system design are necessary.

研究分野：技術経営、科学技術政策
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１．研究開始当初の背景 
太陽光発電やバイオマスのような再生可
能エネルギー、燃料電池やヒートポンプの
ような省エネルギー技術に関する市場は、
今後数十年の間に大きく成長することが見
込まれている。また、再生可能エネルギー
や省エネルギー技術に加えて、化石燃料由
来の火力発電においても、気候変動を緩和
するために、二酸化炭素回収貯留(CCS)技
術などの新しい技術が登場し、政策的な導
入が図られている。一方、自然変動電源の
大量導入に伴う課題が顕在化し、その課題
の整理と対策が必要となっている。 
エネルギー技術を含むグリーンイノベー
ションは、医療・創薬等のライフイノベー
ションと並ぶ重要な領域として、第四次科
学技術基本計画において位置づけられてお
り、様々な研究開発プログラムやプロジェ
クトが実施されている。そのような重点的
な研究開発投資に加え、固定化価格制度の
導入などにより、社会への普及を促進する
ための積極的な施策が実施されている。そ
のような研究開発や制度設計を有効に機能
させるためにも萌芽技術や社会課題を含め
たシステム的視点からの学理が必要となっ
ている。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、将来の産業応用が期待
できるエネルギー供給技術の候補を膨大な
文献情報の中から抽出すること、それらの
コスト構造を明らかにすることで萌芽技術
の産業応用可能性を評価すること、また、
上記を可能とする研究開発マネジメント手
法を確立することである。本研究を通じ、
企業の研究開発マネージャーや政策立案者
が、有望な萌芽技術をいち早く認識するこ
とが可能となるのみならず、研究開発の初
期段階から将来の産業応用を見据えたコス
ト低減の方策を講じることが出来る。さら
に、上記の分析を行うためのデータベース
ならびにツールを整備することで、効率
的・効果的な研究開発プログラム・プロジ
ェクトの立案、実施、評価を支援する方法
論を開拓し、実用に供することを研究目的
とする。 
 
３．研究の方法 
情報工学手法を用いて、大量の論文・特許
情報を分析することで、エネルギー供給に
関する萌芽技術を抽出した。具体的には、
太陽電池、燃料電池、二次電池、二酸化炭
素貯留技術を対象として分析を実施した。
論文情報を用いた引用ネットワーク分析に
より、分析対象とする個々の研究領域にお
ける研究開発動向の可視化および萌芽的研
究領域の抽出を行った。従来行われてきた
萌芽的研究領域の抽出手法である引用ネッ
トワークのクラスタリングにより抽出した
論文クラスタの平均出版年に着目する方法

に加え、そのクラスタの中心であるハブ論
文の出版年と当該クラスタの平均出版年の
差分に注目することで、萌芽的研究領域を、
クラスタ全体が萌芽的である革新的研究領
域と、クラスタ全体は成熟領域であるもの
の、そこから近年新たなブレークスルー技
術が産まれつつある脱成熟領域とを区分す
る手法を用いて分析を行った。 
また、文献調査等によりコストデータを
収集した。加えて、産業応用可能性の評価
や産学連携により推進すべきテーマの抽出
を行うために、技術成熟度評価等の既存の
技術評価指標、技術選択モデルの調査を行
った。これにより、引用ネットワーク分析
により得られた定量的な分析結果を、定性
的な情報を加味して解釈し、活用していく
ための情報の整理を行った。特に、電解に
よる水素製造や水素エネルギー社会の将来
展望と技術的対応策、エクセルギー解析に
よる物質・エネルギーの合理的利用の方向
性や材料研究のあり方と計算科学の役割、
再生可能エネルギー大量導入時代における
エネルギーマネジメントについて検討を行
った。 
抽出した萌芽技術等の研究を推進し社会
導入を促進するための課題について検討し、
エネルギー技術および次世代エネルギー社
会の将来展望を描いた上で、エネルギー技
術ロードマップとして整理した。また、次
世代エネルギーシステムに移行する過程で
必要となる要素を知識の構造化と行動の構
造化という観点から俯瞰的に整理した。 
 
４．研究成果 
(1) 現在のエネルギー需給の構造等を調査
するとともに、既存技術の動向を分析した。
供給側での技術オプションを抽出し、その
技術的なフィージビリティを検討すること
で、低炭素社会を実現するための３つの選
択肢として、火力＋CCS、原子力、再生可能
エネルギー＋蓄エネルギー(蓄電池および
水素)を提示した。 
 上記の３つのオプションに関するグロー
バルな研究動向を定量的に分析するととも
に、国内における研究との比較評価を行っ
た。またコスト構造の調査を行った。その
結果、CCS に関しては工学系の研究領域と、
自然科学・社会科学の研究領域に大別され
ることが分かった。前者に関しては、アミ
ン系材料や金属有機錯体、分離膜等の材料
研究、および、火力発電所のプロセス設計
に関する研究がなされており、国内の研究
も一定程度の貢献があることを確認した。
しかし、後者の地層等の滞留シミュレーシ
ョンやモニタリング、リスク評価や社会的
受容性、規制や制度設計、実証プロジェク
トの評価といった自然科学・社会科学の観
点からの研究が希薄であることが分かった。
また、CCS 技術を導入することにより、付
加的設備による減価償却費の増加および発



電効率低下によるランニングコスト上昇に
より、kwh あたりのコストが２倍程度に上
昇することが分かった。 
我が国のエネルギー技術に関する研究が
専ら材料科学等の工学的視点からの研究に
偏っていることは、他分野の分析からも確
認できた。原子力発電の安全に関わる研究
では、炉の設計や流体シミュレーション、
研究炉を用いた材料評価に加え、人・組織
の問題やシビアアクシデント対策など多様
であるが、人や組織の問題、リスクに関す
る日本の論文数シェアは他の研究に比べ低
い。電池に関する研究で見ると、電極や電
解質の一部における研究である程度の研究
願されているものの、それらの研究の中心
は論文数で評価する限り、中国に移ってい
る。一方、米国ではライフサイクルアセス
メントやコスト分析等のシステム研究や、
充放電のモニタリングや残容量予測、
Vehicle to Grid(V2G)等のシステム技術に
移っている。また、燃料電池に関する研究
は 2012-13 年頃をピークに、論文量が減少
しており、触媒や三層界面等における反応
機構等のメカニズムに関する基礎的研究や、
再生可能エネルギー・蓄電池・水素や熱利
用を組み合わせたシステム研究が延伸して
いる。従って、これまでの蓄積を活用しな
がら、材料科学の分野で世界に伍して研究
していくための新たな戦略、またはシステ
ム研究・技術に関する研究を促進する仕組
みが必要であると思われる。また、コスト
調査により、原子力に関しては安全性対策、
プロジェクト遅延、リスクプレミアムによ
る資本コスト増加により、コストエスカレ
ーションが生じており設備費用の３倍程度
のコストが生じていることが分かった。水
素に関しては、水素供給コストの低減を図
る必要があるが、電解・燃料電池一体型セ
ルによる機器コストの低減のみならず、稼
働率に直結する電力取引システムの設計や、
蓄電池含めた熱・電力利用の統合的なシス
テム設計に立脚したコスト評価が必要であ
ることが分かった。 
 
(2) 新たなエネルギーシステム・社会に移
行するためには、技術的な側面や研究開発
上の課題のみならず、社会的・経済的・文
化的・公共的価値の観点からの検討が重要
となる。そのため、エネルギーシステムの
有する多面的な社会的価値やエネルギーシ
ステムの観点から、目指すべきエネルギー
社会像を描画し、実現するための方策に関
する検討を行った。 
種子島における事例研究に基づき、地域
に新たなエネルギーシステムを導入する際
のポテンシャルや可能性の定量的分析手法
を情報システム化するための設計を行った。
エネルギー技術に関しては、これまで、個々
の要素技術のロードマップ化がなされてき
た。また、それら要素技術の集積としてエ

ネルギーミックス等のエネルギーシステム
像が提示されてきた。本研究では、そのよ
うな要素技術の積み上げによる実現可能性
の検討、サプライチェーンを含むエネルギ
ーシステムの設計に加え、目指すべきエネ
ルギー社会像に対する検討や合意形成の両
面のアプローチにより、新たなエネルギー
社会システムへの移行を志向すべきである
ということを提案するとともに、事例研究
に基づきその有用性を評価した。 
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